
我が国の（水族館Jを取り巻く法環境に関する法解釈学的及び法政策学的考察
ーいわゆる「イルカ問題」にも触れながら

／／  神奈川大学法部教授

水族館関連法規を取り巻く法環境

まず結論を先取りするならば、いわゆる「水族館J
の設置及び運営に関して、その全体を指導監督又は

保護する国家法（所轄官庁）は、我が国には存在し

ない。 JAZAは、動物園及び水族館の社会的使命に

ついて、①種の保存、②教育・環境教育、③調査・

研究、④レクリエーションの4つを挙げるが、これ

を明確に根拠づけ、かっそれを推進する法制度も、

我が国には存在しない。

しかるに水族館が我々の社会において、如何なる

役割を期待されているかに着目すると、実に多くの

法律が水族館を取り巻いていることに気づかされ

る。例えl訓導物館法は、水族館を社会教育施設と捉

えており、動物の愛護及び管理に関する法律（以

下、「動愛法」ともいう。）は、動物園や水族館のよ

うに、動物の保管や展示等を営利目的で業として行

う者を規制する。都市公園法や自然公園法は、水族

館が私たちの生活に憩いや安らぎを与えるレジャー

ないしはレクリエーション施設として位置付けるも

のである。水族館の展示生物の入手方法について

は、時乳類、鳥類、腿虫類に関しては動愛法が、魚

類等水産資源となると水産資源保護法、漁業法に基

づくこととなる。但し、これら漁業関連法は、その

主たる対象は漁業者なので、水族館は漁業者との利

害関係を有する者として副次的・間接的に同法の規

制を受けるに留まる。他方、展示生物の飼育・管

理、展示方法（演出）に関しては、動愛法のほか、

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する

法律（以下、「種の保存法Jという。）や生物多様性

基本法、当該生物が国の特別天然記念物の場合には

文化財保護法、さらには国内外の外来種であって、

その受け皿として水族館が一役を担う場合には外来

生物法や植物防疫法がある。人獣共通感染症に関し

ては感染症j去を挙げることができる。しかるにこれ

ら各法は、それぞれの法目的実現のための手段とし

て水族館を利活用しているにすぎず、水族館のため

に制定された法律ではない。

上記に挙げた各法の所轄官庁も様々である。博物

館法や文化財保護法は文化庁2、動愛法、自然公園

法、種の保存法、外来生物法、生物多様性基本法は

環境省。しかるに各法の同省内の担当セクション

は、動愛法が総務課動物愛護管理室、外来生物？去が

野生生物課外来生物対策室といった具合にそれぞれ
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である。都市公園法は国土交通省、感染症法は厚生

労働省、水産資源保護法、 i号、業法、植物防疫法は農

林水産省（水産庁）であるが、輸入検疫等に関して

は経済産業省、厚生労働省、環境省など複数の官庁

が関係機関となる。来たして各法を司る各省庁聞の

ネットワークは十全に構築されているのだろうか30 

さて本稿では、紙幅の関係もあるので、以下に、

水族館の社会公益的価値を規定する主要法律である

博物館法、動愛法に限定して、その課題と限界性に

ついて考察することとする九

1 博物館法

博物館法は、水族館を「国民の教育、学術及ぴ文

化の発展に寄与することを目的」とする社会教育施

設と位置付け (1条）、その設置に対して登録制を

敷く。しかるに当該登録制は法形式的には責務規定

であって、法的義務を課しているわけではないの

で、水族館を営もうとする者は、当該登録をせずに

設置・運営しでも違法行為を構成するものではな

い。併せて同法は、名称独占規定を用意していない

ので、未登録閏鎗であっても「水族館Jと名乗るこ

と自体違法ではない。当該登録制が法的義務ではな

いということは、後述の「公立博物館の設置及ぴ運

営に関する基準Jに掲げる基準を満たす法的義務も

ないわけで、結果、現行法上は「水族館Jという看

板の下、水族以外を展示しでも、またおよそ水族館

とは無関係の物を展示、あるいはアトラクション等

の遊興娯楽施設（装置）を併設しでも規制取締りの

対象にはならない。すなわち我が固における水族館

は、社会教育施設として経営しでもいいが、そうで

なくてもよいということである。しかるにそのよう

な法体制だと、本源的に「社会教育jとは何かにつ

いて、不明瞭化、漠然化、結果として当該教育水準

の低迷化を招来するのではないか。また展示生物に

対する f愛護Jや「福ヰ止Jの観点から、またそれら

の「種の保存Jの視点からも憂慮すべき事態に陥る

リスクが常在するのではないかと懸念する。

他方、登録申請に際して、同法は、教育委員会し

か窓口を用意していなし3。しかるに今回、地方教育

行政の組織及ぴ運営に関する法律23条において、首

長が文化・教育に関する職務権限を特例として許容

され、かっ地方独立行政法人法21条6i号及び同施行

令6条3号において、地方独立行政法人が「博物

館、美術館、植物閣、動物園又は水族館Jといった

‘ 
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「公共的な施設jを設置及ぴ管理することができる

ようになっており、博物館法の登録要件から外れて

しまっている。

元来「登録制Jとは、行政法学上は、相手方から

の申請に基づき行政庁が一件書類を形式審査し、誤

謬又は虚偽内容がないことを確認の上、公簿に記載

する行政行為をいう。書類に不備がない場合には、

所轄行政庁は、登録を拒否できず、当該判断には、

行政庁の裁量判断も及ばない。当該制度の法的効果

としては、根拠法令により様々であって、登録され

ることで一定の権能が形成されるもの（例：特許法

66条による特許権設定の登録）、登録しないと一定

の行為が禁止されるもの（例：毒物及び劇物取締法

3条による毒物・劇物製造業等の登録）、第三者へ

の対抗力を有さないもの（例：道路運送車両法5条

による自動車所有権の得喪の登録）等があるが、博

物館法における登録制は、およそ所轄官庁が函館の

総数、所在、展示物等概要を抱濯するのみであっ

て、かつ上記のような権利義務関係の形成もない。

また社会教育＝施設として水族館をあるべき方向に指

導（関与）するといった規定も、さらには登録国館

に対する再審査制度も存在しない。従って同法にお

ける「登録制Jは、法解釈上、「届出制Jに近似す

る制度と考えられる。他方、同法の登録基準5は相

当高いとの指摘、さらには登録メリットの希薄性を

主張するものもある九もはや用法における登録制

は、形骸化してしまっていると考えられる。向法の

抜本的改革が望まれる。

2 動物の愛護及び管理に関する法律

水族館が硝乳類、鳥類又はJ随虫類を飼育・展示す

る場合には、動愛法における「第一種動物取扱業J
の登録を受けなければならない（10条）。この登録

制は、実務実態を掛酌するに、行政法学上は、「許

可jに該当するものと考えられる。「許可Jとは、

一般統治権に基づき国民が自然に存する苓実上の自

由（例えば営業の自由などの基本的人権）を、社会

公共の安全と秩序維持の観点から、行政が一律に禁

止した上で、国民からの申請に基づき法令審査を実

施し、一定の要件に合致した場合に、当該禁止を個

別具体的に解除する法的仕組みと解される。すなわ

ち行政が行った「禁止Jを「法令審査」を経て「解

除Jするだけの行政行為なので、所轄行政庁が当該

闇館の経営力や専門技術性、動物（命）の飼養・展

特集／いま考える、イルカと水族館Ill

示等に対する経験値、換言すれば、集客・収益等の

定量的評価のみならず、社会教育の成熟性や繁殖研

究（効率）等に関する定性的評価に裏付けられた公

益的実績を実質的に審査することはない。また地域

における需給調整を含めた政治政策的判断を行うこ

ともない。当該審査は、同法10条2項に規定された

一定の項目7を記載した申請書と「当該法人の登記

事項証明書J等添付書類に関する書類審査のみとな

る。

この登録制に服する事業者の範略には、動物園や

水族館も入るが、ベットショップもネコカフェも入

る。これをどう評価すべきか？当該事業者は、毎年

講習や研修の受講義務があるが、当該研修等議。師

は、動物留の者が担当するようなので8、これでは

たとえ馴れ合いで、はないにせよ、動物園・水族館の

最新の知見の習得、専門技術力のボトムアップ、意

識刷新にはならない。彼らには、少なからず「種の

保存J（域外保全）の笑現に向けた「調査・研究j、

そしてそれを一般国民に向けて楽しみながら（「レ

クリエーションJ）学んでもらう「環境教育Jといっ

た社会的使命が存在するのであるから、ネコカフェ

従業員と席を同じくする研修ではなく、それ以上に

高度専門性を有する知見・技術の修得の場を、法は

用意しなければならないと考える。そしてそれには

動物図・水族館は、当該登録制とは別個に、前述の

ような公益的視点に立った政治政策的判断が介在し

得る「免詐制」を敷くべきであると考える。

他方、ワニやワニガメなどの「人に危害を加える

恐れのある危険な動物」（特定動物）の飼養につい

ても「許可制」が採られている（26条）。しかし同

法における審査は、前述同様、形式的書類審査に留

まり、かつ下位規範たる法施行規則や細則における

法的要求とは、「特定動物の種類に応じ、その逸走

を防止できる構造及ぴ強度であることJ（同法施行

規則17条l項l号イ）や「堅牢な構造であり、かっ、

外部からの衝撃により容易に損壊しないJ（特定飼

養施設の構造及ぴ規模に関する基準の細目（以下、

「細目」という。） 1条1号ロほか）、「十分な高さを

有する」（細目 1条 2号ロほか）など、いずれも抽

象的・漠然とした基準（不確定概念）であって、水

族館等に対して実効性ある規制行政を期待すること

は難しい。また当該基準の遵守は、「動物の生態、

生息環境等に関する情報の提供により、観覧者の動
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物に関する知識を深めることを目的として展示して

いる特定動物であって、観覧者等の安全性が確保さ

れているものとして都道府県知事が認めた場合Jに

は免除される（動愛法施行規則17条1号ロ）。無論、

これら各規定は、「人の生命、身体及び財産に対ーす

る侵害並ぴに生活環境の保全上の支障を防止」（同

法l条、 26条、 27条、 32条、同法施行規則17条2号）

することを目指じたもので、あって、動物の生命・身

体、健康（動物福祉）の実現を企図したものではな

い。加えて、我が国の動愛法は、動物の「演芸J
（ショー）を否定していない。「展示動物の飼養及び

保管に関する基準Jの「第4個別基準」の 1-(1) 

ミウには、「動物に演芸をさせる場合には、演芸及び、

その訓練は、動物の生態、習性、生理等に配慮する

こととし、動物をみだりに9、殴打し、酷使するこ

と等は、虐待となるおそれがあることを十分認識す

ることJとあり、かつ「第一種動物取扱業者が遵守

すべき動物の管理の方法等の細目jにも「展示業者

及び訓練業者にあっては、動物に演芸をさせ、又は

訓練をする等の場－合には、動物の生理、生態、習性

等に配慮し、演芸、訓練等が過酷なものとならない

ようにすることJ( 5条1号ヲ）とある（引用中傍

点筆者）。当該規定も抽象的漠然とした基準しか提

示しておらず、如何なる行為を以って「みだりJJ酷
使」、「過酷J等と評価するかは不明瞭であり、結果

的には、所轄行政庁といえども、社会通念を著しく

逸脱するなど余程のことがない限り、当該園館（首

長等）の判断を尊重せざるを得ない。すなわち行政

庁が各国館に対して十全な効果測定ができず、結

果、実効性ある監督・規制行政も行い得ないと考え

る。これでは動物虐待、死亡等の事故事件を米然に

防げない。動物福祉や種の保存といった観点からも

十全とはいえない。またこれでは法が目指す「人の、

生命、身体及び財産に対する侵害並びに生活環境の

保全上の支障を防止」するといった観点からも問題

なしとはいえないだろう。

水族館におけるイルカ入手（追い込み漁）是非論

とその手前にある問題

いわゆる「イルカ問題jlOについて世界動物図水

族館協会（以下、 fWAZA」という。）からJAZAに

対して出された要求とは、水族館におけるイルカ類

の供給源は飼育下で繁殖された俗体に限定されるべ
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きで、いわゆる「追い込み漁jからの入手（購入）は、

水族館の本来的な使命であるところの「種の保存j

（域外保全）に違背するというものであるから禁止

せよというものであった。

この「イルカ問題Jに関しては、これまで色々な

学問的先行業績が存在する。比較的法学的論孜は少

ないものの、国際政治学、経済学、環境倫理学、哲

学、医学等の学問領域が、イルカ入手方法に関する

もののほか、捕鯨問題、イルカを食する文化論、人

とイルカとの関係性についてなど様々な学問的アプ

ローチを展開している。本稿では、これら先行業績

を参考としながらも、これまであまり触れられてき

ていない論点を抽出しつつ、さらなる問題提起、そ

して若干の法政策論的私見を述べたいと思う。

1 論点、整理

まず今般の問題に際して、 WAZAが要求しなかっ

た、少なくともJAZAとの交渉において論点として

浮き彫りにならなかった点を抽出しておきたい。

WAZAは、①我が国の水族館におけるイルカ展

示、特にショーの是非論には及んで、いなし、。加えて

②我が国のイルカ飼育園館の、ショーのための「調

教J（トレーニング）のあり方を含めた飼育・管理

等に関する個別具体的な動物福祉的観点からの批判

もなかった。③我が国が鯨類を食する文化を有して

いる点に関する是非論も展開していなし、。④その日

本における水族館での鯨類繁殖努力とは、如何なる

趣旨・自的を持つものかについても言明がない。す

なわち当該繁殖個体は、野生復帰させることを目指

すのか。しかしそうすると当該復帰個体は食用捕獲

のリスクを負うことになるが、その点をどう評価す

るのか。あるいは当該繁殖努力は、水族館の安定経

営のためか。しかしそうすると今度は、イルカ

ショーをWAZAは是認する趣旨と解してよいの

か。⑤WAZAは、動物福祉の観点から追い込み潟、

を否定するが、その科学的エピデンスとは何か!I0 

⑤追い込み漁以外の漁法による野生個体導入まで否

定していないが、そもそも生体捕獲の場合、動物

「福祉Jに配慮された「漁法」というものは存在す

るのか。併せて⑦WAZAは、まき網漁については

非難していないが12、当該漁法は、追い込み漁と如

何なる点において動物福祉的観点から評価し得るの

か。＠JAZAとの交渉過程においては、食用捕獲と

生体捕獲とを分間tすることを前提に、期間限定で追
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い込み漁からの入手（購入）を容認していたが、こ

のWAZAの対応には一貫性があるのか。

2 この問題の特殊性と課題提供

今般の問題にあたって特宣告すべきは、この追い込

み漁も水族館の漁業者からの入手（購入）も、そし

て水族館におけるイルカショーも、すべて国内法的

には合法であるという点である。まず追い込み潟、に

ついては漁業法65条 l項、水産資源保護法4条l

項、さらには太地町の追い込み漁については、和歌

山県漁業調整規則7条l項2号チに基づく県知事の

許可を受けた事業（鯨類追込網漁業）として合法で

ある。またイルカは禁制品ではないので、水族館が

漁業者からイルカ購入を禁止する法律は存在しない

（契約自由の原則）。また水族館におけるイルカ

ショーを禁ずる法もない一方で、動愛法は、前述の

通り、動物の演芸を否定していない。すなわちこの

問題は、圏内法的には何ら問題のない事項に対して

国際的非難を被った政治問題である。来たして本件

における交渉者は、公益社団法人たるJAZAなのだ

ろうか。「追い込み漁」そのものの適違法性の説明、

その是非論については、水産庁に説明責任があるの

ではないか。バンドウイルカやスナメリ等、 ］AZA

がとりわけ保護を表明する種について、それらは日

本近海：で捕獲可能なわけであるが、そもそも絶滅危

倶種（希少種）なのか。種の保存の必要性（理由）、

必然性（根拠・データ）、緊急性に係る問題であれ

ば、当然のことながら環境省に説明責任があるので

はないだろうか。我が国の水族館が社会教育実践の

施設であるという社会的意義については、文部科学

省がなぜ言を発しなかったのか。筆者は、この問題

の根底には、水族館の社会的位置付け、その経営規

律を明確に提示してこなかった現行法体制の欠陥、

換言すれば水族館に対する主務官庁の欠如あるいは

各官庁どうしのネットワークの脆弱性にこそ、元凶

があるように考えている。

他方、 WAZAへの残留に対する意思決定プロセ

スに関しでも、筆者は問題視するものである。今般

の「イルカ問題」解決に向けての交渉過程において、

JAZAは、会加盟国館とほとんど熟議（危機感の共

有）を重ねていない。しかるにWAZAからの会員

資格停止の最後通告を受けて、念、遮としてWAZA

残留如何について全加盟函館による単純多数決に委

ねてしまった。そもそも動物園と水族館は、それぞ、

特集／いま考える、イルカと水族館箇

れ異なった文化を有する13。また困館によっては海

外からの動物入手が必要なところもあれば、そうで

ないところもある。それこそイルカを展示していな

い闇錯からすれば、この問題に対して当事者意識

（危機感）は低いだろう。多数決という民主主義的

意思決定とは、採決そのものに価値があるのではな

く、それに至るまでの対話（プロセス）にこそ価値

があるのである。その意味で今般の］AZAの方針決

定方式が動物園（全88図） vs水族館（会63館）14、

あるいはイルカ飼育施設（少数派） vsその他（多

数派）という構図の採決となってしまった点は、公

平性、公正性の観点から問題であったと考えてい

る。これでは鯨類展示施設は、 JAZAから切り捨て

られたと勘繰らないでもなかろう。一般論として、

少数派の権利について民主主義的政治決定をする場

合には、多数派が一定の理性を以って少数派を慮る

想像力、互助互譲（社会的寛容）の精神が不可欠で

ある。それなくして少数派の権利の制度的保障

Cinstitutionelle Garantie）はない。

さて、 WAZAの会員資格停止処分解除以降の

]AZAのイ jレカ問題に対する展開としては、①太地

に限らず追い込み潟、からの鯨類取得禁止と違反者に

対する会員資格停止処分を盛り込んだ定款の改定を

行った（定款9条）。②総務委員会の下部機関とし

て「水族部jを新設し、さらにその中に鯨類の飼育 d

及び管理並びに繁殖に関する調査・研修を専門とす

る委員会として「イルカ会議Jを新設した。これは

かつての「鯨類会議」に替わる組織である。そして

③千ルカ会識は、 JAZA加盟国館保有の鯨類すべて

の個体（遺伝子）管理台帳を作成した上で、イルカ

繁殖計画を推進する。併せて④イルカ会識は、イル

カ類の捕獲・入手方法、飼育管理、展示、繁殖方

法、譲渡・貸与、共同管理等に関するガイドライン

を作成する。しかるにここで確認すべき点は、

JAZAは、今日の欧米の水族館の潮流であるところ

のイルカ展示（イルカショー）を廃止するところま

では未だ舵を切っていなし、。すなわち、鯨類の共同

管理や繁殖技術の向上も、その主眼は、各国館の安

定経営のためである、ということである。しかる

に、これでは、今後も断続的に動物の権利（解放）

や動物福祉を主張する環境保護団体から水族館は攻

撃されてしまう 15。この問題は、単にイルカ（鯨類）

だけの問題ではない。ゾウやゴリラ等、展示動物全
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に備えた調査・研究は、さらに積極化されるべきで

あると考える。そして国も法整備を通じて多角的な

援助をすべきであると考える。そしてその一方で動

物「愛護Jないしは「福祉jの観点から劣悪な施設

及びその運営に対しては、積極かっ実効性ある法規

制が展開されなければならないと考える。現在、「自

民党水族館を応援する議員連盟」が「水族館基本法

（仮称）Jの制定に向けて動き出していると報じられ

るが18、記事によると、 f捕鯨議連とともに、総力

を挙げて！鯨類資源の重要性を訴え基本法の成立に向

けて取り組みたいjとの当該議員連盟の幹事長発言

が取り上げられている。会く以って問題の本質を捉

えていないと考える。

：i
1
4
1
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j
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1
1
1
1
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4
3
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主
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古
川
昔
、

最後に

いまや動物園・水族館経営は、法律や条例といっ

た園内法に適合していれば問題なしとしない、常に

グローパルスタンダードを意識しなければならない

次元の問題に移行しつつある。従って国内外のパッ

シングから我が圏の動物園・水族館を防御し、経営

’の安定化を図るためには、また我が国の動物園水族

館の本源的使命であるところの「種の保存」（域外

保全）を笑効的に推進していくためには、動物「愛

護jのみならず、先進欧米各国の動物関連法制の動

向を注視しつつ、世界水準の「福祉J・概念を採り入

れた強固なる国家法体制を構築しなければならない

と考える。そしてこのことは、換言すれば、展示動

物を金儲けの道具（消耗品）としか捉えず、動物福

祉的観点から劣悪と評される施設を社会的に排除す

ることも、我が国の動物行政に対する国際信用力の

向上の観点から必須のアプローチと考える190 この

展開は、今日の地方分権体制の潮流からは逆行する

ことは、筆者も認識するところではあるが、そもそ

も論からして「種の保存jや「動物福祉Jの実現と

いった任務は、地方公共団体の領分を超える。当該

分野においては、中央集権的制度の構築が不可避と

考える。

（もろさか・さとし）

般の導入、飼育・管理に係る、我が国の動物政策

（行政）の根本問題である。この問題の解決は、

WAZAにJAZAが残留するか否か、あるいはJAZA

を脱退すれば済むといったレベルの問題ではない。

「命の展示Jとは何かを日本人に問うているのであ

る。

3 若手の私見

筆者は、イルカに限らず如何なる動物において

も、本来的に飼育・管理する能力（資力）のない者

は、動物福祉を出すまでもなく、飼育すべきではな

いと考えている。いまや動物福祉なる概念は、「国

際的共通倫理J16である。ましてや動物園・水族館

は、「種の保存」、そしてそれに向けての「調査・研

究J、自然生態系保会の一翼を担う組織でなければ

ならない。このことは「生物多様性国家戦略2012-

2020」の「1.3 生息域外保全jの「具体的施策」

の第 1項目（196頁）にも明記されている。 7.k族館

の水槽は、居酒屋の生け錠であってはならない。“死

んでもまた漁協から購入すればよい”といった「命

の使い捨て」といった姿勢17は、水族館における「種

の保存」といった社会的使命（存在意義）に明白に

違背すると考える。

他方、 JAZAは、公益社団法人である。当該組織

の定款3条（目的）は、「この法人は、動物園、水

族館事業の発展振興を図ることにより、文化の発展

と科学技術の振興並びに自然環境の保護保全に貢献

し、もって人と自然が共生する社会の実現に寄与す

ることを目的とする」とある。すなわちJAZAは、

加盟・非加盟の別なく、動物を展示するあらゆる事

業体に対して監視・指導、意見表明する使命を有す

る。その意味でも、今般のイルカ問題に対する

JAZAの一連の対応は、 ］AZA、特に動物園という

「組織jを守るアブローチではあったが、鯨類とい

う「種Jや水族館を守るアプローチで、はなかった。

付言するに、 JAZAの今般の対応は、問題視されて

いる圏の是正には及ばず、結果的に「脱退」を以っ

て、「反」種の保存的経営を尊重してしまった。

バンドウイルカやスナメリ等、現時点では、絶滅

のおそれのない種であったとしても、将来のリスク
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母島

母島

特集／いま考える、イルカと水族館回

1 録者は、現在、（公社）日本動物図水族館協会（以下、 f]AZAJという。）の磁問を務めるが、本務は、それとの関係性は一切なく、あくまで

もー活学者の視点からの鈴孜である。

2 博物館法の所轄官庁は、平成30(2018）年10月1日より文部科学省から文化庁に移管される。これは「文化芸術基本法Jが平成29(2017）年6
月23日に改正され、その附則2条を受けて、平成30年6月15日に文部科学省設怪法が改正されたことに起因する。しかるに博物館法の充実又は

扱本的改革が図られる前に、文部科学「省Jから文化「庁」に移管されることは、果たして我が聞の文化芸術政策の将来的展望に何らかの彩型車

を及ぼさないものであろうか。法本的なことを述べるならば、「省」の長は、国務大臣の中から内問総理大臣が任命する（国家行政組織法（以下、

「行総法Jという。） 5条3項）が、「庁Jは省の外局として設径されるもので、その長（長官）は、概して国務大臣を充てることはなく、これ

は省の窓向に沿って官僚（国家公務員）から選任される。また省（大臣）は、法律の委任を前提としつつも、節目。fすきの省令発布織のほか、法

律若しくは政令の制改定文は廃止に関する法案提案権を内閣総理大臣に対して有する（行総法11条、 12条p買）。これに対して庁（長官）は、

政省令より下位規範たる規則制定椀を有するほか、自らの所獄事務に関する省令発布については、大臣に要求することしか留められていない

（行紐法12条2威、 13条）。これら権限絡差は、予算要求に関しでも同様で、省は、予算概算要求権を大臣自らの綴限として有するが、庁からの

予算要求は、 Iii£.瞥大臣の問訟を必~とし、省の慨筑姿求の一部に組み込まれることとなる。今後、動物飽・水族館政策の進段にプレーキがかか
らないか、若干の懸念を有する。

3 この我が図の動物関係法体系における各法（所総官庁）聞の辿扱性・盤合性に関する問題性については、拙稿「我が国の動物関巡法体系におけ

る鳥獣保護管理行政、外来強対策及び動物愛~行政に関する法解釈学的、法政策学的観点からの課題提供J f森林野生動物研究会誌J43号（2018
年3月） 93-99頁を参照されたい。

4 ~Iii稿「動物図法学事始め 第l回 動物関とは何か法学の視点から考えるJf環境と正義.I（日本環筑波法律家逃盟） No.193 (2017年3/4月号）
10］言以下も参照されたい。

5 公立体物館の設飽及び速営lこ関する基準では、水技館とは「自然系博物館のうち、生きた水族を扱う博物館で、その飼育する水族が150種以上

のものJで、かつ概ね2.500点以上収集、育成及び展示する（4条3写i括弧盤、 6条2攻）。また!11'<地図殺は、 4.000km2を標準とすると定義づけ
る（ 5 条 2~頁）。

6 B思lliJ・光行「体物館・博物館相当施設と博物館類似施設JI東北歴史1車物館研究紀姿j18 (2017.3) 4頁ほか。

7 同法2条2項に記i慨する項目には、①氏名又は名称及ぴ住所並びに法人にあっては代表者の氏名、②事業所の名称及び所在地、③事業所ごとに

鐙かれる!Jl}J物取扱資任者の氏名、⑤'ll¥＂もうとする第一秘動物取扱業の種別（販売、保管、貸出し、訓練、展示等）並びにその秘別に応じた紫務

の内容及び実施の方法、⑤主として取り扱う動物の秘鎖及び数、⑥ffej主主施設の所在地、構造及び規模並ぴに管理方法、①そのほか同法施行規則

2条 4~買に掲げる税目（営業開始年月日、法人役員の氏名及び住所等）である。対象!liJJ！劫の「愛tilU ゃ「楠祉J に関する紅型？類の要求は一切な

＂＇。
8 環境省「第l悶勤勉物図等の公的機能推進方策のあり方検討会議事録J5実。
9 この「みだりにJという意味は、合理的な理由なくして、という意味なので、合理的な理由があれば殴打、滋使しでも脂待にはならないと、法

的には解し得る。

10 イルカ問題の概姿については、石花激怒「日本動物図水族館鯨類会議とJtttmイJレカの導入に関してjf臼本動物図水族館協会75年史J（公益社団
法人目本動物悶水族館協会 2016)112頁以下を参照のこと。

11 動物福祉とは、生物学、生態学あるいは獣医学等の科学的エピデンスに基づく客観的検討と考えられるので、人が動物に対して抱く、「かわい

ぃ」とか「かわいそう」といった主観的・感情的行動とは明確に区別されるべきである。参娘、上野吉一・武図庄平 f動物福祉の現在一動物と

のより良い関係を築くために－j（農林統計出版株式会社 2015年） 7頁以下。

12 和歌山U浜の「JAZAの）ffi告に対する見角平」（https://w、11w.pref.wa；《ayama.lg.jp/pref：耳／071500/irl
13 1/U稿「盟泊物図法学耳1始め 第2悶 日本の動物図の1果!l!iとは。そして今f去の展望とは。一法解釈学、公共政策学の観点からの一試f古をふ〈めてJ

f環境と正義J（日本環境i虫法律家逃盟） No.195 (2017年7/8月号） 121'l'以下。
14 平成27(2015）年3月31日当時のデータ（前掲設11.169貰）
15 「W杯開会式のイルカショー非難＝統括団体のワールドセーリングJ時事ドットコムニュース（2018年9月11日） (https：・I/www.jiji.com/jc/ 

article?k=201809110042l&g=spo) 
16 佐藤栄介「愛i!Q倫理．と動物福祉倫理iの融合jf環境i思想、・教育研究jNo.9, 26-30賞。
17 li'il館内繁殖の巡行にfドい近親交配リスクは高まる。それを回避すべく、定期に、海洋からの新規｛悶体導入は生態学的説得性を有すると考える。

18 「自民党水彼自自応援~述が設立、法本法制定など活動へJ 日刊水産経済新聞（2018年 7 月 13 日）
19 当該閲家法私案については、 1HI稿13,11頁以下を参照のこと。
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